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1. 序論：知財戦略のパラダイムシフトと生成AIの台頭 
現代の企業経営において、知的財産（IP）の役割は、従来の「自社技術の防衛と独占排他権の確
保」という法務的・防衛的な位置づけから、IPランドスケープや無形資産投資を通じた「プロアクティブ
な価値創造」へと劇的なパラダイムシフトを遂げている。日本政府が策定を進める「知的財産推進計

画2025」においても、この移行は極めて重要な国家戦略として位置づけられており、2035年までに
世界知的所有権機関（WIPO）の「グローバルイノベーション指数」で上位4位以内を目指すとともに、
日本市場（日経225）における時価総額に占める無形資産の割合を現在の水準から50％以上にまで
高めるという野心的なKPIが設定されている1。この目標達成に向けた知的創造サイクルの構築にお

いて、人口減少下での生産性向上と創造活動の迅速化を牽引する中核的技術として期待されてい

るのが、人工知能（AI）、とりわけ生成AI（Generative AI）の戦略的利活用である1。 

生成AIの登場により、特許文献、学術論文、市場動向データ、財務情報といった膨大な非構造化
データの処理能力が歴史的な飛躍を遂げた。知財業務における生成AIの活用は、単なる定型業務
の効率化（明細書のドラフティングや先行技術調査の自動化）にとどまらず、事業的パテントスペー

スの探索、M&A候補の選定、さらには未計上の無形固定資産の価値評価といった、経営直結型の
高度な戦略業務へと拡張されつつある3。さらに、生成AI技術そのものへのグローバルな民間投資
は指数関数的な伸びを示しており、2022年の約30億ドルから2023年には250億ドルに急増し、2027
年までには1500億ドルを超えると予測されている5。このような莫大な資本投下は、AIモデルの急速
な進化を促し、企業におけるオープンイノベーションの手法や知的財産モデルの根幹を揺るがす技

術的ブレイクスルーを連続的に引き起こしている6。本分析では、IPランドスケープ、知財獲得・活用
戦略、無形資産投資戦略という3つの次元から、生成AI活用の最新動向、直面している課題、および
最前線で使用されている先進ツール群を体系的に紐解く。 

2. 戦略業務における生成AI活用のマクロ動向と「二極化」の
実態 
生成AIに対する経営層の期待はグローバル規模で極めて高い水準にある。Deloitteの調査によれ
ば、世界のCEOの79%が「今後3年間で生成AIが自組織を根本的に変革する」と予測しており、最高
法務責任者（CLO）の93%が「今後12ヶ月以内に生成AIが組織に新たな価値をもたらす可能性を秘
めている」と確信している7。また、CLOの80%以上が、生成AIに関する法的課題に対してアドバイス
を提供する準備が整っていると回答しており、法務・知財部門のトップがこの技術変革の最前線に立

とうとしている姿勢が浮き彫りになっている8。 



 

 
 
しかしながら、この圧倒的な期待値と、実際の業務環境における本格稼働との間には深刻なギャッ

プが存在している。同調査において、CEOの68%、およびCLOの36%が「自組織における生成AIの
実験（PoC）のうち、プロダクション（本番）環境へと移行できたのは30%以下に過ぎない」と回答して
いる7。パイロットプロジェクトから本格的なデプロイメントへの移行は、法務的・規制的ランドスケープ



の絶え間ない変化に対する慎重な配慮や、既存のワークフローとの統合の難しさが壁となっている8

。 

国内の知財戦略業務においても同様の停滞感が見受けられる。2024年に実施されたIPランドス
ケープの実践に関する調査（N=362）によれば、生成AIの導入状況は「黎明期から流行期にある企
業が過半数」を占めるという結果が示された10。生成AI技術自体は社会的に爆発的な普及を見せて
いるものの、知財部門における高度な分析業務への実装という観点では、まだ試行錯誤の段階にあ

る企業が多いのが実態である10。 

2.1. 成果創出における「二極化」の進行とユースケースの深化 
導入が足踏みする企業が多い一方で、先行して果敢にAIを組み込んだ企業群は、すでに目覚まし
い成果を上げ始めている。PwCコンサルティング合同会社が国内企業を対象に実施した「生成AIに
関する実態調査2024 春」は、知財・戦略業務を含む様々な領域における生成AI活用の「二極化」の
兆しを明確に示している11。この調査によれば、生成AIの導入に対して「期待を大きく上回る成果」を
出している企業群と、そうでない（期待未満の）企業群とでは、活用の深さと広さに決定的な差異が

存在する。 

 



 
 
成功している先進企業群は、生成AIを単なる「報告書やメールの文章執筆（期待以上層の66%が活
用）」や「文章の添削・要約（同61%）」といった下流の業務効率化ツールとして矮小化していない12。

彼らは「情報検索」から「意思決定」へと利用の高度化を図り、「ブレインストーミングやアイデア出し

（同61%）」「データ収集や調査・リサーチ」といった経営戦略や知財戦略のコアプロセスに生成AIを
深く組み込んでいる12。対照的に、期待未満の層において「アイデア出し」に活用している割合は

30%にとどまっており、活用スコープの狭さが成果の低迷に直結していることが分かる12。 

また、成果を出している層の61%が2023年6月という非常に早い段階までに導入を済ませ、継続的
な試行錯誤を通じて組織学習を蓄積している12。これらの企業は、一部の部署に閉じた実験ではなく

「全社基盤を導入した上で、業務特化の利用を推進」しており、テキストデータだけでなく画像や音声

など非構造化データの全社的な活用へと踏み込んでいる12。一方、期待通りの成果が得られない企

業群の主な原因（第2位、30%）として、「生成AIにインプットするデータが不十分または質が低く、ア



ウトプット品質に悪影響を与えた」という点があげられている12。これは、高度な知財戦略を展開する

上で、単に強力なAIエンジンを導入するだけでなく、自社の技術文書や特許情報をクリーンな「デー
タ資産」として整備するデータガバナンスがいかに重要であるかを裏付けている。 

さらに、活用効果を測定するKPI（重要業績評価指標）においてもパラダイムシフトが起きている。導
入企業の52%が「工数・コストの削減」を指標としているのは従来通りであるが、40%もの企業が「売
上・収益の向上」を生成AI導入の評価指標として設定している12。これは、生成AIを通じた知財戦略
が、間接部門のコスト削減から、新規事業創出や競争優位性確立を通じたトップライン（売上高）の

拡大へと、その主戦場を移していることを如実に示している。 

3. 価値創造に向けた知財戦略業務における生成AIユース
ケース 
企業価値の最大化に向け、知財部門に求められるミッションはかつてなく多岐にわたっている。以下

に、IPランドスケープ、知財獲得、知財活用（M&A）、無形資産評価という4つの主要な戦略領域にお
いて、生成AIがどのように実装され、いかなる波及効果をもたらしているかを詳細に分析する。 

3.1. IPランドスケープと技術探索（Tech Discovery）の民主化と高度化 
IPランドスケープ（IPL）は、自社および競合他社の知財情報に、市場情報やビジネス動向を統合し
て分析し、経営陣の意思決定に直接寄与するインテリジェンスを生み出す手法である。旭化成グ

ループの事例に見られるように、知財インテリジェンス活動は経営活動への貢献を主眼に置き、高

度専門職（シニアフェロー）が主導して全社的な事業ポートフォリオ変革を後押しするレベルにまで昇

華されている13。 

従来、このIPランドスケープを実践するためのデータ基盤構築プロセスには、熟練の特許サーチャー
による極めて複雑な論理検索式（Boolean Query）の構築と、抽出された何千件ものノイズ特許を目
視でスクリーニングするという、膨大な人的リソースが必要であった。しかし、最新の生成AIツールは
このパラダイムを根本から破壊しつつある。 例えば、LexisNexis社が提供する「LexisNexis 
TechDiscovery」は、この課題に対する一つの完成形を提示している14。このプラットフォームは、生

成AI（GenAI）を用いて自然言語による単純なクエリや短い事業説明文を高度な特許概念へと拡張
し、その後、抽出型AI（Extractive AI）が各特許の固有の「フィンガープリント」に基づいて200以上の
データポイントを比較するというハイブリッド・アプローチを採用している14。 

これにより、ユーザーは単語、短い説明文、特許番号、あるいはニュース記事の抜粋を入力するだ

けで、数秒以内に特許ランドスケープの概要を瞬時に生成し、関連する特許ファミリーを特定可能と

なった14。ユーザーが結果に対して「関連あり」「関連なし」のフィードバックを与えることで、機械学習

アルゴリズムが指向性を数秒で洗練させ、3分以内に特定の技術分野に関する詳細なインサイトを
浮き彫りにする14。 この技術的進歩がもたらす最大の波及効果は、「知財業務の民主化」と「R&D部
門とのコラボレーション強化」である。高度な検索スキルを持たない事業部門の企画担当者やR&D
部門のエンジニアであっても、競合組織の特定、技術トレンドのクラスタリング、ライセンスインや

パートナーシップの機会探索、さらにはM&Aのターゲットとなるスタートアップの発見を自律的かつ直
感的に行えるようになる15。労働集約的な特許の分類作業がAIによって自動化されることで、知財プ
ロフェッショナルはデータの収集から解放され、抽出されたランドスケープから「どのような戦略的ア



クションを起こすべきか」という、より高次元な知的労働に専念することが可能となる15。 

3.2. 知財獲得戦略：発明創出（アイディエーション）と権利化プロセスの圧倒的
加速 
知財獲得戦略の最上流に位置する「発明の創出と具体化」においても、生成AIは極めて強力な「壁
打ち（ブレインストーミング）」のパートナーとして機能し始めている。 弁理士法人正林国際特許商標
事務所が提供する新事業開発支援ツール「発明人®」の事例は、AIを用いたアイディエーションの好
例である16。現場のエンジニアや中小企業の経営者が、発明人®を通じて生成AIと対話を行うこと
で、自分自身の頭の中にある漠然としたアイデアが論理的に言語化され、AIからの逆質問によって
新たな視点に基づくアイデアの拡張が行われる16。さらにこのシステムは、発明の効果や事業への

貢献度に関する議論、標準化活動を通じた普及促進のシナリオ構築、さらには特許申請プロセスで

必要となる発明提案書や特許明細書のドラフト作成までを支援する16。このプロセスを経ることで、そ

の後の専門家（弁理士等）との対面での発明ブレインストーミングが極めて濃密かつ効率的なものと

なり、新事業開発に伴う知財発掘の大幅な時間短縮が実現している16。 

特許出願依頼にかかるドラフティング工程では、AIによる工数削減効果がさらに顕著である。従来、
企業の知財部が外部の弁理士に出願を依頼する際、発明届等の作成や簡易的な先行技術調査を

含め、1件あたり約10時間から20時間という多大な労力を要していた17。リーガルテックグループの

Tokkyo.Ai株式会社が提供するChatGPT-4o実装ツール「生成AI Plus」を導入したある企業の知財
部では、AI検索機能が関連する類似特許文献を自動的に参照し、それらを加味した高精度な出願
依頼文を瞬時に生成することで、これまで15時間程度かかっていた作業を1〜2時間以内に完了さ
せることに成功した17。これは約90%近い時間削減効果であり、知財部門の業務効率を根底から変
革するものである17。このような圧倒的な効率化は、製品ライフサイクルが短く迅速な権利化が求め

られるデジタル分野だけでなく、慢性的な人手不足や特許出願プロセスの遅さに直面していた観光

業界におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進など、これまで知財戦略が手薄であった
新たな産業領域におけるイノベーションサイクルをも加速させている18。 

こうした権利化プロセスの劇的な高速化とAI技術自体の発展は、マクロな特許出願動向にも直結し
ている。日本特許庁（JPO）が2025年10月に公表した調査報告書によれば、日本へのAI関連発明の
出願件数は、2018年の4,872件から2023年には11,445件へと、わずか5年間で2倍以上に激増して
いる19。注目すべきは、この増加の主役がAIのコア技術そのもの（G06Nの比率は2018年の32.0%
から2023年には20.9%へ低下）ではなく、コア技術を応用したビジネス・産業分野でのアプリケーショ
ン特許であるという点だ19。特に出願人ランキングにおいて、ソフトバンクは2023年単年で生成AI関
連を中心とした特許を1万件以上出願するという前代未聞の戦略を採り、NTTや富士通を抜いて一
気にトップへと躍進した19。このような一部の巨大企業による「AIを用いた大量出願（パテント・チケッ
トの形成）」は、2024年以降の審査において他社の拒絶理由の引例として頻出するなど、市場全体
に甚大な影響を及ぼし始めており、競合他社は防御的観点からも自社の知財戦略（AIを用いた高速
なFTO：Freedom to Operate調査の実施など）を根本的に見直す必要に迫られている19。 

3.3. 知財活用戦略：データ駆動型M&Aとアライアンス探索の自律化 
知財情報をベースとしたM&A候補の探索は、生成AIと大規模言語モデル（LLM）の進化によって最
もブレイクスルーが期待される領域の一つである。従来の中堅・中小企業のM&Aは、財務基盤や顧



客ネットワークといった要素が重視され、技術力や特許ポートフォリオの潜在価値は見過ごされがち

であった。 

この課題を解決するため、M&A仲介大手の株式会社ストライクは、東京大学、大分大学、東京大学
エッジキャピタルパートナーズ（UTEC）、および弁理士法人正林国際特許商標事務所と連携し、知
財データを活用したAIエージェント型M&Aマッチングシステム「MAIPL2（仮称）」の共同研究を開始し
た4。 この共同研究が目指すアプローチの革新性は、国内外の膨大な特許データ、世界のM&A事例
データ、さらには国際特許分類（IPC）や大学発の「事業的パテントスペース」という概念をLLMエー
ジェントシステムに統合する点にある4。AIエージェントは、企業が保有する特許データや公開情報を
自律的に分析し、技術的なシナジーが見込まれるM&A候補企業のロングリストを自動で抽出するだ
けでなく、なぜその企業とシナジーが見込めるのかという「根拠を分かりやすく説明する（Explainable 
AI）」仕組みを提供する4。これにより、従来の人手中心による財務指標メインの検討では見落とされ

がちであった、技術的補完関係に基づく成長戦略型M&Aの候補探索が劇的に効率化され、中堅・中
小企業における知財活用の裾野が飛躍的に拡大することが期待される4。 

3.4. 知財・無形資産投資戦略：企業価値評価アルゴリズムと資本市場への開
示 
企業価値の源泉が有形資産から無形資産（特許、ブランド、ノウハウ、データ等）へと完全にシフトす

る中、その価値を客観的かつ定量的に評価することは、投資戦略およびコーポレートガバナンス上、

極めて重要となっている。日本政府が2035年までに日経225企業の時価総額に占める無形資産割
合を50%（2020年時点は32%）に引き上げる目標を掲げる中1、AIによる無形資産評価手法の研究
が急速に進展している。 

ある学術研究では、企業の無形資産を多変量解析と機械学習を用いて見積もるアルゴリズムが開

発され、ソフトウェアとして実装された3。この研究の画期的な点は、東京証券取引所プライム市場に

上場する企業の財務データを基に無形固定資産の予測モデルを構築する際、生成AIを用いて「合
成データ（Synthetic Data）」を作成することで、データ不足を補い、モデルの予測精度と汎用性を飛
躍的に向上させた点にある3。結果として、財務諸表上には未計上となっている無形固定資産が存

在する可能性が高い企業や業種をデータ駆動で特定することに成功した3。 従来、特許価値評価は
属人的な経験則や定性的な判断に頼りがちであったが、AIによる精緻な評価アルゴリズムの導入に
より、データドリブンな意思決定が可能となる20。これにより、M&Aにおける技術プレミアムの適正な
算出や、投資家・ステークホルダーに対する説得力のある情報開示（財務報告の透明性と信頼性の

向上）が促進され、「攻めの知財経営」を実現する強力な後押しとなる3。 

4. 知財エコシステムを牽引する先進生成AIプラットフォームの
体系的分析 
現在、知財プロフェッショナル向けに提供されている生成AIプラットフォームは、単純なLLMのラッ
パー（ChatGPTのUI変更版など）から、知財特化型のRAG（検索拡張生成）システム、さらには自律
的にタスクを遂行する「AIエージェント」へと急速な進化を遂げている。以下に、市場を牽引する主要
な商用ツールの特徴と戦略的優位性を比較する。 
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R&Dの生産性を75%向上（コ
スト25%減）させる自律型AI
エージェントを提供21。 

Clarivate (Derwent) Derwent Patent Monitor, AI 
Classifier, SEP Analyzer 

最大の強みは「専門家による

品質」との融合。AIによる特
許分類（初回正答率97%）や
脅威分析を提供する一方で、

LLM単体のハルシネーション
リスクを指摘し、900名以上
の専門家によるDWPI抄録
（精度98.5%）の優位性を強
調25。 

LexisNexis PatentOptimizer, 
TechDiscovery 

生成AI（検索式の拡張）と抽
出型AI（フィンガープリント比
較による200+データポイント
の解析）のハイブリッド。数秒

でパテントランドスケープを構

築し、M&Aやライセンス機会
の発見を支援。明細書のエ

ラー自動検知機能も強力14。 

Tokkyo.ai (リーガルテック) 生成AI Plus, MyTokkyoAi, 
Deep Research 

ChatGPT-4oを実装し、類似
特許を参照しながら出願文

書を高速生成。複数のAIが
思考・調査プロセスを可視化

する「ディープエージェント方

式」を採用し、AIの思考のブ
ラックボックス化を回避17。 

Amplified (知財ランドスケー
プ) 

AI特許調査プラットフォーム AIを用いて人間の創造性を
「増幅（Amplify）」させることを
ミッションとし、従来のコストセ



ンター的であった調査業務

を、価値を生み出す「データ

資産」へと転換するビジョンを

持つ31。 

4.1. ツールからエージェントへ：「Agentic AI」へのパラダイムシフト 
これらツール群の進化において最も注目すべきマクロトレンドは、人間を補助する「Copilot（副操縦
士）」モデルから、AIが自律的に一連のワークフローを実行する「Agentic AI（自律型AIエージェント）」
への移行である。 

PatSnapは自社の最新製品を単なる検索エンジンではなく「Agentic AI Partner」と明確に位置づけ
ている23。同様に、Tokkyo.aiも調査の立案から特許出願文書のドラフト作成までをAIエージェントが
自律実行する「Deep Research」機能を実装し、複数のAIの思考プロセスを可視化するディープエー
ジェント方式を採用している30。また、産業向けAIの文脈において、SiemensはCopilot的なQ&Aイン
タラクション（一問一答形式）から、オーケストレーター・アーキテクチャを用いた「自律的なワークフ

ロー実行」へと移行し、顧客に対して50%の生産性向上をターゲットとしたソリューションを発表して
いる32。 

 

 



 
このような自律型AIエージェントの普及は、知財部門のROI（投資対効果）構造を根本的に変革す
る。Siemensが指摘するように、AIエージェントは人間の指示を待つアシスタントではなく、「ワークフ
ロー全体のプロアクティブな実行者」として機能するため、人間の監視下での自動化に慣れ親しんだ

従来の組織体制に対して、大規模なチェンジマネジメント（変革管理）を要求することになる32。知財

プロフェッショナルは「タスクの実行者」から「AIエージェント群のオーケストレーター（指揮者・監督
者）」へとその役割を急激に移行させなければならない。 

5. 生成AIの本格実装を阻む課題とリスクマネジメント（AIガバ
ナンス） 
生成AIが持つ圧倒的なポテンシャルの一方で、特許法や商標法といった高度な法的正確性が求め
られる知財領域において、その無秩序な適用には経営を揺るがしかねない重大なリスクが存在す

る。日本特許庁（JPO）や日本弁理士会（JPAA）も独自のガイドラインを策定し、適切なAIガバナンス
体制の構築を企業や専門家に強く呼びかけている33。 

5.1. ハルシネーション（もっともらしい嘘）と精度保証の限界 
知財実務において最も致命的なリスクとなるのが、LLM特有の「ハルシネーション（幻覚）」である。生
成AIは本質的に確率論的な単語の予測モデルであり、事実関係を照合するデータベースではない。
そのため、存在しない架空の特許番号や引例を捏造したり、極めて専門的な特許クレームの権利範

囲を誤って解釈したりする可能性が常に付き纏う。 

この点に関して、学術研究やプロフェッショナルツール・プロバイダーから厳しい指摘がなされてい

る。例えばClarivate社は、一般的なLLM（ChatGPT等）による特許要約と、自社の専門家集団（900
名以上のサブジェクトマターエキスパート）によって作成された「DWPI（Derwent World Patents 
Index）抄録」を詳細に比較分析している27。同社によれば、LLMは特許の要約に特化して設計され
ておらず、生成された要約が特許の特許請求の範囲（クレーム）を正確に反映しているかを確認する

品質チェック機能が内蔵されていない27。対照的に、人間の専門家が執筆するDWPI抄録は、毎週
45,000件作成される中から統計的に有意なサンプルを抽出し、13種類の潜在的エラーについて体
系的な品質チェックを実施することで、98.5%以上の精度（欠陥率1.5%未満）という極めて高い信頼
性を維持している27。 この精度課題に対する現実的なアプローチとして、前述のLexisNexis社のよう
な「生成AIによる拡張と抽出型AIによるデータ比較」のハイブリッド化や、外部の信頼できるデータ
ベースを参照させるRAG（Retrieval-Augmented Generation）技術による事実へのグラウンディング
（基礎付け）が必須となっている14。しかし、いかに技術が進歩しようとも、日本弁理士会のガイドライ

ンが明記するように、生成結果を利用するにあたっては、弁理士や知財専門家が自らの責任におい

て内容を検討・確認（ファクトチェック）し、最終判断を下すという法的な責任体制は免除されない34。 

5.2. 機密情報の流出とAIモデル自体のIP保護（新たな知財リスク） 
知財部門が日常的に取り扱うデータは、未公開の画期的な発明情報、将来の事業戦略に関わる市

場分析、あるいはM&Aの検討情報など、企業の命運を握る最高レベルの機密情報である。これらの
情報をパブリックな生成AIモデル（外部サーバーへデータが送信・学習されるモデル）に入力するこ
とは、情報漏洩や、最悪の場合、競合他社のAIモデルの学習データとして自社のノウハウが利用さ



れてしまうという壊滅的なリスクを伴う。 そのため、エンタープライズでの本格利用にあたっては、
PatSnapが提供するようなプライバシーとコントロールを最大化するオンプレミス環境でのLLM構築
や、データが学習に再利用されないクローズドなクラウド環境でのAI運用が絶対条件となる23。 

さらに近年、AI技術が工場やエッジデバイス（端末側）へ実装されるに伴い、「訓練済みの機械学習
モデルそのものの盗難」という新たな知的財産リスクが急浮上している。Siemensの特許出願動向を
見ると、同社はセキュアなクラウドインフラから離れた工場現場（エッジ展開環境）において、学習済

み機械学習モジュールが物理的あるいはネットワーク経由で盗まれるリスクに対抗するため、盗難

を検知して報告するシステムの特許を取得している32。これは、企業にとって「生成AIを知財業務に
活用する戦略（Offensive AI）」と同時に、「自社のAIモデルという新たな無形資産を防衛する戦略（
Defensive AI）」の重要性が急速に高まっていることを示唆している。 

5.3. 他者の権利侵害リスクとコンプライアンス対応 
生成AIが出力した結果（発明のアイデア、プログラムコード、デザイン、キャッチコピーなど）をそのま
ま事業利用する際、それが既存の他者の知的財産権、とりわけ著作権を侵害していないかを確認す

るデューデリジェンスのプロセスが不可欠である34。日本弁理士会の指針では、特許や意匠等と比

較して、特にAI生成物による著作権侵害リスクに対して強い留意が求められている34。 また、特許庁
（JPO）等の政府向けガイドラインと歩調を合わせる形で、民間企業においても、生成AI活用時の知
的財産権侵害対策や、AIシステム特有のリスクケースが発生した際のAI統括責任者（CAIO：Chief 
AI Officer）への迅速な報告ルールの策定など、強固な社内ガバナンス体制の構築が急務となって
いる33。PwCの調査で示されたように、生成AIの恩恵を最大化しつつリスクをコントロールする「ガバ
ナンスと活用の両輪駆動」を実現できるかどうかが、AI導入を成功に導く最大の分水嶺となる12。 

また、商用利用の可否についても厳密な確認が必要である。使用する各種生成AIツールやプラット
フォームの利用規約（Terms of Service）を法務部門が精査し、生成物の商用利用が明確に許可さ
れていることを確認した上で、規約に完全に準拠した運用プロセスを構築しなければならない34。 

6. 結語：次世代知財プロフェッショナルの役割再定義と今後の
展望 
これまで見てきたように、生成AIの進化と普及により、先行技術調査、データの収集・整理、基礎的
な明細書のドラフティングといった、知財部門が長年担ってきた「労働集約的な情報処理ワークフ

ロー」の大部分は、AIエージェントによって不可逆的に代替されていく10。さらに、2035年の日本政府
目標に見られるような無形資産主導の経済へと移行する中で1、企業がAIのポテンシャルを最大限
に引き出し、持続的な価値創造を達成するためには、以下の統合的かつ戦略的なアプローチへの

転換が求められる。 

第一に、知財プロフェッショナルのコアコンピタンスを**「解くべき問いを定義する力」**へとシフトさせ
ることである。AIが導き出すインサイトの質は、入力されるプロンプトや、その前提となる経営課題の
設定能力に完全に依存する。IPランドスケープの実践において、人間はより上流の「現在の事業
ポートフォリオにおいて、真に解決すべき技術的ボトルネックは何か」を定義し、導き出されたAIの答
えを基に「組織内の利害関係者を説得し、事業部門を動かし、全社的な変革を推進する」という、AI
には不可能な高度な対人コミュニケーションと合意形成プロセスにリソースを集中させなければなら



ない10。 

第二に、データ・ファーストの組織文化とAIガバナンスの統合である。Amplifiedの創業理念が示すよ
うに、AIと人間が協働することで、これまで「コスト（費用）」と見なされてきた日々の調査やリサーチ
の履歴を、新たなインサイトを生み出す「データ資産」へと転換することが可能となる31。しかし、その

ためには社内に散在する非構造化データ（過去の拒絶理由通知への対応履歴、発明提案書、R&D
の失敗データなど）をクリーンに整備し、AIのハルシネーションを防ぎつつ最高品質のアウトプットを
引き出すための厳格なデータガバナンスが前提となる12。 

第三に、外部エコシステムとのオープンな連携である。自社単独で生成AIのユースケースを創出し、
運用体制を構築することは人材リソースの観点からも限界がある12。ストライクや東京大学が進める

AIエージェント型M&Aマッチング4や、富士フイルムとJR東日本が共同開発したトンネルひび割れ自
動抽出AI35のような異業種間の産学連携モデルを積極的に取り入れるとともに、LexisNexisや
PatSnapといった最先端の自律型AIプラットフォームを戦略的に導入することで、技術探索と権利化
のサイクルを極限まで短縮する必要がある。 

結論として、生成AIは知財業務を単に効率化するための「便利なソフトウェア」ではなく、企業の無形
資産投資戦略を根底から再構築し、市場におけるゲームのルールを変える「中核的な経営資源」で

ある。この技術的パラダイムシフトを適時に捉え、AIの処理能力と人間の創造的・戦略的思考を融合
させた「Amplified Intelligence（拡張された知能）」の協働モデルを組織内に確立できた企業のみが、
来るべき高度無形資産経済において、他を圧倒する持続的な競争優位性を獲得するであろう。 
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